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1. はじめに 

大学生の通学手段は様々であり、居住している場

所や最寄りの公共交通機関や距離などに大きく影響

を受ける。近年では、電動キックボードに関する法

改正など新しい移動手段が増え、それに伴う法整備

も進んでいる。このことから、大学生の通学に関し

てより新しい可能性を見つけるため、現在の通学手

段や通学時間を調査し見直すことが重要である。 

そこで本研究では、中部大学生の通学状況を把握

し、交通手段別通学時間マップの作製により見える

化を図ることで、これからの中部大学生の通学に役

立てることを目的とする。 

 

2. 研究方法 

2.1 調査対象 

対象は、中部大学生の約 8 割を占めている愛知県

内からの通学生とし、通学時間の状況を把握する。 

 

2.2 調査対象とする通学手段 

中部大学学生支援課が作成した「全学生交通手段

調査」の区分である以下の A～J を調査対象とする。 

【交通手段】 

A.神領駅から大学まで名鉄バス中部大学線利用 

B.高蔵寺駅北口から中部大学前まで名鉄バス利用 

C.中部大学東まで名鉄バス利用 

D.神領駅から大学まで徒歩 

E.神領駅から大学まで自転車 

F.神領駅から大学までオートバイ 

G.自宅・下宿から大学まで徒歩 

H.自宅・下宿から大学まで自転車 

I.自宅・下宿から大学までオートバイ 

J.自宅・下宿から大学まで自家用車 

なお、これらの交通手段の情報は、学生本人によ

り入力されたものである。全学生の交通手段割合を

図 1 に示す。 

 

図 1 全学生交通手段割合 

 

2.3 通学時間の調査方法 

Google マップの経路案内検索および実際に現地調

査で得たデータを用いて、以下のとおり通学時間を

調査する。 

・ 交通手段 A、D、E、F に関しては、各市区町村

の役所・役場を出発点とし、神領駅まで鉄道で

要する通学時間を調査する。それに加え、神領

駅から終点を中部大学正門として、A にはバス

の平均待ち時間＋平均乗車時間（20分）、Dには

徒歩（30 分）、E には自転車（15 分）、オートバ

イ（10 分）をそれぞれ加算する。 

・ 交通手段 B に関しては、各市区町村の役所・役

場を出発点とし、高蔵寺駅まで鉄道で要する通

学時間を調査する。それに加え、神領駅から終

点を中部大学正門として、バスでの通学時間

（20 分）を加算する。 

・ 交通手段 C に関しては、各市区町村の役所・役

場を出発点とし、中部大学東バス停までに要す

る通学時間を調査する。それに加え、終点を中

部大学正門として徒歩での通学時間（5 分）を

加算する。 

・ 交通手段 G、H に関しては、各市区町村の役
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所・役場を出発点とし、中部大学正門を終点と

し通学時間を調査する。 

・ 交通手段 I、J に関しては、各市区町村の役所・

役場を出発点とし、中部大学学生駐車場までの

通学時間を調査する。 

 

2.4 交通手段別通学時間マップの作製方法 

2.3 で調査した通学時間を通学時間 20 分以上から

20 分間隔で、20 分以上～40 分未満、40 分以上～60

分未満、60 分以上～80 分未満、80 分以上～100 分未

満、100 分以上～120 分未満、120 分以上、該当者な

し、の 7 段階に区分する（表 1）。 

その結果を、愛知県の市区町村別にマップに色分

けする。 

 

表 1 通学時間の 7段階色分け表 

 
 

3. 交通手段別通学時間マップ 

図 2～11に、交通手段 A～J別の通学時間マップを

示す。それぞれ以下の特徴が読み取れる。 

 

 
図 2 通学時間マップ A 

（神領駅から大学まで名鉄バス中部大学線利用） 

 
図 3 通学時間マップ B 

（高蔵寺駅北口から中部大学前まで名鉄バス利用） 

 

 
図 4 通学時間マップ C 

（中部大学東まで名鉄バス利用） 

 

 
図 5 通学時間マップ D 

（神領駅から大学まで徒歩） 
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図 6 通学時間マップ E 

（神領駅から大学まで自転車） 

 

 
図 7 通学時間マップ F 

（神領駅から大学までオートバイ） 

 

 
図 8 通学時間マップ G 

（自宅・下宿から大学まで徒歩） 

 
図 9 通学時間マップ H 

（自宅・下宿から大学まで自転車） 

 

 
図 10 通学時間マップ I 

（自宅・下宿から大学までオートバイ） 

 

 
図 11 通学時間マップ J 

（自宅・下宿から大学まで自家用車） 



中部大学 工学部 都市建設工学科 

 
 

A.神領駅から大学まで名鉄バス中部大学線利用 

愛知県内のほぼすべての市区町村から通学者がお

り、中部大学学生全体の 42％が利用していることか

ら、中部大学で最も主要な交通手段と言える。 

通学時間に関しては、名古屋鉄道や JR東海道本線

が通る市区町村が 60 分以上～80 分未満で通学可能

である。（図 2） 

 

B.高蔵寺駅北口から中部大学前まで名鉄バス利用 

主に瀬戸市、豊田市、岡崎市など愛知環状鉄道が

通る地域の利用者が多いが、中部大学生全体の 3％

となっている。名古屋方面の利用者もいる理由とし

ては、JR 中央本線高蔵寺駅に快速が停車するからで

はないかと考えられる。（図 3） 

 

C.中部大学東まで名鉄バス利用 

中部大学東のバス停を利用する人は多く、中部大

学生全体の 12％を占めている。主に春日井市内から

の通学で利用されていると考えられる。神領駅のバ

ス停混雑を避け、勝川駅からバスに乗り中部大学東

で降り通学している可能性も考えられる。（図 4） 

 

D.神領駅から大学まで徒歩 

交通手段 A と比較すると、全体的に通学時間が増

加するため、該当者がいない市区町村が増加したこ

とが分かる。（図 5） 

 

E.神領駅から大学まで自転車 

交通手段 A と比較すると、80 分以上～100 分未満

の黄色の区分から 60 分以上～80 分未満の緑の区分

に変化した市区町村が多く見られる。（図 6） 

 

F.神領駅から大学までオートバイ 

該当者なしの市区町村が大半を占めるため、神領

駅からオートバイでの通学者が少ないことが分かる。

春日井市に隣接している市区町村ではなく、名古屋

市中村区や豊田市など、少し距離の離れた市区町村

から通学している。（図 7） 

G.自宅・下宿から大学まで徒歩 

徒歩通学の 98％が春日井市内から通学している。

マップで赤く塗られている市区町村からの通学者は、

通学時間が長すぎるため春日井市に下宿していると

考えられる。（図 8） 

 

H.自宅・下宿から大学まで自転車 

愛知県の北西部で中部大学から 20km 圏内の市区

町村からの通学者が多く見られる。マップで赤く塗

られている市区町村からの通学者は、春日井市に下

宿していると考えられる。（図 9） 

 

I.自宅・下宿から大学までオートバイ 

愛知県の北西部で中部大学から 25km 圏内の市区

町村からの通学者が多く見られる。通学時間が 100

分を超えると予想される市区町村からの通学者はほ

とんど見られない。（図 10） 

 

J.自宅・下宿から大学まで自家用車 

愛知県内のほぼすべての市区町村からの通学者が

いる。通学時間は距離に応じてグラデーションのよ

うに色分けされる。通学時間が 100 分を超える市区

町村も多くある。（図 11） 

 

4. 考察 

中部大学への通学で最も利用しやすい交通手段は、

全体の利用率から見て鉄道である。次に、鉄道と同

様ほぼすべての市区町村から通学者のいる自家用車

である。両交通手段の共通点として、通学時間が

100 分超の通学者が多くいる。このことから、通学

手段を選ぶ基準として、通学時間の短さの他に通学

自体の快適さが重視されているのと考えられる。 

 

5. まとめ 

本研究では、中部大学生の交通手段別通学時間マ

ップを作製することにより、通学時間の見える化を

図ることができた。調査データにおいて最終的な駅

やバス停などでしか交通手段の区別ができなかった

ため、出発点から中部大学まですべての交通手段が

判明すれば、精度の高い調査になると考えられる。 

 

参考文献 

1) ベネッセ教育総合研究所(2012)：第 2 回大学生

の学習・生活実態調査報告書，pp.56-57 
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三重県の都市公園における SDGs 政策の実施状況調査 
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1. はじめに 

コロナ禍において公園の需要が高まったことに加

え、感染症法上の位置づけが変更になり、お花見や

公園でのお祭りも再開など、さらに利用の機会が増

えてきている。公園は、環境面や防災面でも重要で

あることから、持続可能な開発目標（SDGs）にど

れほど対応しているのか明らかにすることが重要だ

と考えられる。 

そこで、三重県にある都市公園において、SDGs

の 17項目に関する政策がどれほど実施されているの

かを調査することを目的とする。また、愛知県､岐

阜県の研究結果から、東海 3 県の公園の役割やそれ

ぞれの県の公園の SDGs 達成傾向も把握する。 

 

2. 研究方法 

本研究は、以下の手順で実施する。 

1) SDGs の 17 項目から公園に関連する項目を取り

上げ、公園において取り組まれている環境政策、

防災対策、社会政策等について、その事項を

SDGs に関連づけてまとめる。 

2) 対象とする三重県の都市基幹公園、大規模公園

の公式 WEB サイトや市のホームページを参考

に、公園の場所や敷地面積を調べる。さらに、

実際に公園を訪問し、1)に当てはまる事項につ

いて調査し、写真やメモを記録する。 

3) 調査結果を SDGs の項目ごとに集計する。また、

訪問した公園の中で、新たに実施可能な SDGs

政策を公園の存在効果の観点を含めて提案する。 

4) 東海 3 県のそれぞれの調査結果を比較し、考察

する。 

 

3. 公園と SDGs の関連 

3.1 都市公園の分類 

都市公園とは、都市公園法によって位置づけられ

る都市計画公園または緑地、あるいは国および地方

公共団体が都市計画区域内に設置する公園または緑

地である（都市公園法第 2 条）。 

市民のやすらぎの場所として存在しているだけで

なく、都市の安全性を向上させ、災害発生時には市

民を守る防災公園としての役割もある。また、豊か

な地域作りのための環境政策や地域の活性化に繋が

る役割もある。 

公園は様々な種類に分類されるが、本研究で調査

対象とする公園は、表 1 の定義に従い、都市基幹公

園（総合公園、運動公園）、大規模公園（広域公園）

に分類する。 

表 1 公園の分類 

種類 種別 定義 

都市基幹公園 

総合公園 
都市に住む人たちが休息、観賞、遊戯、運動など総合的に利用できるよ

うに施設が配置された公園（標準面積 10～50ha、緑化面積率 50%以上） 

運動公園 

都市住民全体が主として運動できるよう、運動施設の敷地面積が 25%以

上 50%以下の範囲内において、野球場、サッカー場、陸上競技場、テニ

スコート、体育館、プールなどの運動施設が配置された公園（標準面積

15～75ha、緑化面積 30%以上） 

大規模公園 広域公園 
主として一つの市町村の区域を越える広域のレクリエーション需要を充

足することを目的とされた公園（標準面積 50ha 以上） 
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3.2 持続可能な開発目標(SDGs) 

SDGs とは、Sustainable Development Goals の略称

であり、2015 年ニューヨークの国連本部で行われた

国連サミットで採択された、国連 193 か国が達成を

目指す 2016 年から 2030 年までの国連目標である。

貧困や飢餓、健康、教育、ジェンダー平等、近代的

エネルギーのアクセス、経済成長、包摂的かつ持続

可能な産業化、気候変動、海洋資源・雨林・生態系

の保護、平和で包摂的な社会、持続可能な開発のた

めの目標が掲げられている。地球規模の問題を解決

するために、「誰一人取り残さない」という共通理

念のもと、SDGs では 17 の目標が掲げられ、具体的

な内容や対象として 169 のターゲットが設定されて

いる。 

本研究では、まず SDGs の 17 項目のうち公園に関

する項目をピックアップする（表 2）。次に、ピック

アップした目標の中から公園で実施可能な政策を挙

げる（表 3）。政策を整理したチェックリストを用い

て、三重県における都市基幹公園、大規模公園で実

際に行われている SDGs 政策を調査する。 

 

表 2 公園に関する SDGs の項目 

目標 3 全ての人に健康と福祉を 
目標 4 質の高い教育をみんなに 
目標 6 安全な水とトイレを世界中に 
目標 7 エネルギーをみんなにそしてクリーンに 
目標 11 住み続けられる街作りを 
目標 12 つくる責任つかう責任 
目標 13 気候変動に具体的な対策を 
目標 15 陸の豊かさも守ろう 

 

表 3 公園に関する SDGs 政策 

 

表 4 本研究の調査対象の公園 

公園名 市 敷地面積 
いなべ市農業公園 いなべ市 38ha 

いなべ公園 いなべ市 23.84ha 

NTN 総合運動公園 桑名市 120ha 

長島運動公園 桑名市 100ha 

東員町中部公園 東員町 45ha 

三重県民の森 菰野町 45ha 

北勢中央公園 四日市 98.1ha 

垂坂公園･羽津山緑地 四日市 18.5ha 

霞ヶ浦緑地 四日市 27.5ha 

中央緑地 四日市 28.5ha 

南部丘陵公園 四日市 47ha 

泊山公園 四日市 10ha 

鈴鹿川緑地 四日市 15.82ha 

鈴鹿川河川緑地 鈴鹿市 14.04ha 

鈴鹿青少年の森 鈴鹿市 51.3ha 

石垣池公園 鈴鹿市 23.42ha 

深谷公園 鈴鹿市 21ha 

亀山公園 亀山市 13.2ha 

亀山サンシャインパーク 亀山市 14.2ha 

中勢グリーンパーク 津市 28.3ha 

河芸町民の森公園 津市 10ha 

安濃中央総合公園 津市 16.2ha 

上野公園 伊賀市 53ha 

上野南公園 伊賀市 16ha 

上野森林公園 伊賀市 43ha 

岩倉峡公園 伊賀市 10ha 

名張中央公園 名張市 18.53ha 

中部台運動公園 松阪市 21ha 

松阪市総合運動公園 松阪市 12ha 

大仏山公園 明和町 37.79ha 

宮川ラブリバー公園 伊勢市 19ha 

五十鈴公園 伊勢市 18.54ha 

朝熊山麓公園 伊勢市 16.2ha 

山崎運動公園 熊野市 12.9ha 

寺谷総合公園 御浜町 10ha 

 

4. 調査対象公園 

訪問調査を実施する三重県の都市基幹公園、大規

模公園を表 4 に示す。四日市市の 7 つの公園をはじ

め、35公園を対象とする。内訳は、総合公園 16、運

動公園 14、広域公園 5 である。 

 

5. SDGs 政策実施の判断基準 

SDGs 政策が実施されていると判断するための基

準を目標ごとに設定する。 

以下に、目標 3 と目標 7 の例を示す。 
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（例 1）目標 3「すべての人に健康と福祉を」 

写真 1 に示すように、健康器具が設置されていれ

ば、目標 3 に関する政策を実施していると判断する。 

 

 
写真 1 垂坂公園･羽津山緑地の健康器具 

 

（例2）目標7「エネルギーをみんなにそしてクリー

ンに」 

太陽光パネルや太陽光電灯など系統電力を使わな

い設備が設置されていれば、目標 7 に関する政策を

実施していると判断する。 

 

6. 調査結果 

6.1 目標 3～7に関する政策の実施状況 

目標 3～7に関する政策の実施状況を図 1に示す。

目標 3 に関連するベンチはすべての公園で設置され

ており、トイレに関しても洋式化とバリアフリー化

が 7 割以上の公園で実施済みであった。一方で健康

器具が設置されている公園は 17か所、再生可能エネ

ルギーが導入されている公園は 4 か所と対応が遅れ

ているのが現状である。 

 

 
図 1 目標 3～7に関する政策の実施状況 

 

6.2 目標 11～15 に関する政策の実施状況 

目標 11～15に関する実施状況を図 2に示す。目標

11 のユニバーサルデザインの実施が 31 か所と最も

多く、管理人駐在や目標 15 のゴミ清掃が 28 か所と

続くのに対し、目標 13の避難場所の案内や防災倉庫

の設置が進んでいない。 

 

 

図 2 目標 11～15 に関する政策の実施状況 

 

6.3 調査結果に関する考察 

三重県における都市基幹公園、大規模公園の調査

結果（図1、図2）から、防災面での対応が不足して

いると言える。しかし、三重県では既存の公園で防

災公園としての指定が少なく、新設された公園を防

災公園とする場合や、広域防災拠点として別の施設

を建設していることが既存の公園で実施状況が遅れ

ている原因と考えられる。 

次いで、再生可能エネルギーの利用が少ないこと

が挙げられる。太陽光パネルや太陽光電灯を導入す

ることでよりクリーンな公園となり、持続可能な都

市の実現に繋がり、地域の活性化や魅力の向上など

の効果がある。 

 

7. 新たな SDGs 政策の提案 

調査対象公園のうち、利用効果や存在効果の向上

の観点から、松阪市の松阪市総合運動公園において

新たな SDGs 政策に関する取り組みを考える。松阪

市総合運動公園の SDGs 政策の現状を表 5 に示す。 

平成 24 年 10 月に開園したにも関わらずイベント

が実施されておらず、社会性や地域の結びつきの増

進効果があまり感じられない。また、災害時の一時

避難所となっているが、防災倉庫の未設置などから

災害防止効果や防災効果があまり期待できないのが
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現状である。利用効果として、キャンプ場や陸上競

技場の中心にある広大なスペースを利用し、地域の

食材を使った料理の炊き出しや地域のイベントを催

すことで、地域全体への効果や、松阪市以外の方へ

情報発信が期待できる。 

存在効果としては、防災倉庫の設置により一時避

難所としての存在価値の向上や地域全体の防災意欲

の向上が期待できる。 

 

表 5 松阪市総合運動公園の政策実施状況 

 
 

8. 愛知県尾張地方、岐阜県、三重県における実施

状況の比較 

図 3 は、愛知県尾張地方、岐阜県、三重県の 3 県

において、各目標に対する達成割合をレーダーチャ

ートで表したものである。 

 

 
図 3 愛知県尾張地方、岐阜県、三重県における 

実施状況の比較 

 

三重県においては再生可能エネルギーと防災倉庫、

避難所案内に関して、他の 2 県と比べて対応が遅れ

ている。ただし、3 県とも、健康器具の設置、再生

可能エネルギー、防災面での達成割合が低い傾向に

あるため、今後の新たな公園計画や既存の公園の整

備の際に考慮すべきだと考える。 

一方で、ベンチの設置やトイレの洋式化、バリア

フリー化、ユニバーサルデザイン、安全管理、ゴミ

清掃に関しては 3 県とも多くの公園で達成済みであ

り、SDGs の観点から望ましい状況であると言える。 

 

9. まとめ 

本研究では、三重県の都市公園を訪問調査するこ

とにより、SDGs 政策の実施状況について明らかに

することができた。また、愛知県尾張地方、岐阜県、

三重県の 3 県の比較から、三重県において遅れてい

る項目や、3 県の傾向も読み取ることができた。 

SDGs 政策は、公園だけでなく、街全体、世界全

体で取り組むべきであり、未だ課題は山積している。

県や市ごとに税収にかなり差があり、達成状況にば

らつきがあるが、本研究のような調査や比較を行う

ことで、対応状況を見える化することが重要だと考

えられる。 

今後の公園づくりにこの調査が活用され、身の回

りから少しでも持続可能な社会実現のための街づく

りが進んでいくことを期待する。 
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2023 年度卒業研究論文概要 

 

受信する衛星数の違いによる GNSS 測量の精度に関する研究 

 

EC20006 伊藤秀太 

 

1. はじめに 

1.1 研究背景 

現在の測量方法を使用する器械で分けると、平板測量、TS 測量、GNSS 測量の 3 つに大別できる。各測量

方法にはそれぞれのメリットが存在する。平板測量、TS 測量では、風雨など悪天候時に計測ができないこと

があるが、GNSS 測量では、雪以外の天候で観測が可能である。GNSS 測量はネットワーク式 RTK 受信機を使

っていて技術が新しいものばかりであり、他 2 つの測量方法よりも歴史が浅い。その分、まだ解明されていな

い課題点も多く残っており、測量方法に改善の余地がある。 

 

1.2 研究目的 

本研究では、受信する衛星数の違いによる GNSS 測量の精度を検証することを目的とする。衛星を受信する

仰角を 15°、30°、45°と変化させ結果を比較することで、どのような場所でどれくらいの衛星の数の時に、ど

のような精度になるか、あるいは測量が可能かどうかを調査する。 

 

2. GNSS 測量機の概要 

衛星測位システムは、英語の Global Navigation Satellite System の頭文字から「GNSS」と表記される。GNSS

衛星には、QZSS（日本）、GPS（アメリカ）、GLONASS（ロシア）、Galileo（EU）等がある。 

日本のみちびきは、日本の上空に長く滞在する準天頂軌道の衛星が主体となって構成され、2018 年 11 月か

ら 4 機運用されている。 

 

3. 受信する仰角の違い（衛星数の違い）による測量精度の検証 

3.1 方法 

以下の手順で測量を行う。写真 1 に観測状況、写真 2 に観測場所の様子を示す。 

1) 仰角 15°で 3 時間、仰角 30°で 3 時間、仰角 45°で 3 時間、同じ時間帯に連続した 3 日間観測を行う。 

2) 観測した結果を表やグラフにまとめる。 

 

  
写真 1 観測状況 写真 2 不二ガ丘標石 

第 059246 号(四等基準点)-国土地理院 
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3．2 結果 

写真 2 の観測場所において、仰角を 15°、30°、45°に変えて 2023 年 8 月 29 日、30 日、31 日の 3 日間連続で

午前 8 時から午前 11 時に観測を行った。観測結果を表 1～5 に示す。 

仰角 15°では、平均誤差 X＝0.01、Y=-0.024、EL＝-0.004、XY＝0.028、仰角 30°では、平均誤差 X＝0.018、

Y=-0.018、EL＝-0.005、XY＝0.027、仰角 45°では、平均誤差 X＝0.026、Y=-0.018、EL＝-0.001、XY＝0.034 と

誤差が少ないという結果が得られた。 

また、仰角 15°の i17 の測定の際に GNSS 測量機の誤差の範囲内から 4mm 外れる数値が得られた。水平観測

誤差精度内から 4mm 外れている数値は全ての観測結果の中でこの測定時だけであった。要因として、衛星数

の少なさ、衛星の配置、などが考えられるが、断定はできない。 

 

表 1 全ての仰角の平均観測結果 

 
 

表 2 一部の時間における仰角 15°の観測結果 

 
 

表 3 仰角 15°と 30°の結果の差 

 
 

表 4 仰角 15°と 45°の結果の差 

 
 

X 誤差 Y 誤差 XY誤差 EL 誤差
確定値 -80816.900 -13756.188 57.950
15°平均 -68056.357 -12760.543 -11584.143 -2172.045 0.028 48.799 9.151
30°平均 -67384.748 -13432.152 -11469.825 -2286.363 0.027 48.317 9.633
45°平均 -79179.877 -1637.023 -13477.521 -278.667 0.026 56.775 1.175

No X 誤差 Y 誤差 XY誤差 EL 誤差 衛星数 時間
確定値 -80816.900 -13756.188 57.950
i15 -80816.916 0.016 -13756.147 -0.041 0.044 57.944 0.006 19 10:20
i16 -80816.907 0.007 -13756.145 -0.043 0.044 57.924 0.026 20 10:30
i17 -80816.908 0.008 -13756.135 -0.053 0.054 57.929 0.021 18 10:40
i18 -80816.910 0.010 -13756.154 -0.034 0.035 57.932 0.018 20 10:50
i19 -80816.897 -0.003 -13756.144 -0.044 0.044 57.910 0.040 21 11:00
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表 5 仰角 30°と 45°の結果の差 

 
 

仰角 45°で観測を行った際、FLOAT 状態で一部観測結果を得られない時間帯があった（表 6）。FLOAT 状態

とは、観測を行う際に十分な電波がなく観測を行うことができないことを意味する表示である。観測できる状

態では FIX、観測できない状態では FLOAT と表示される。 

観測できなかった 8:00 の衛星状況（図 1）を見ると、観測できている 8:30 の衛星状況（図 2）より衛星数が

3 つ少ないことが分かる。 

 

表 6 FLOAT 状態起きた際の仰角 45°の観測結果 

 
 

図 1 8:00 の衛星状況 図 2 8:30 の衛星状況 

X誤差 Y誤差 XY誤差 EL誤差
30° 0.018 -0.018 0.027 -0.005
45° 0.026 -0.018 0.034 -0.001
差 0.008 0.000 0.007 0.004

No X 誤差 Y 誤差 XY誤差 EL 誤差 衛星数 時間
確定値 -80816.900 -13756.188 57.950
i42 0 0 0 0 0 0 0 6 8:00
i43 0 0 0 0 0 0 0 6 8:10
i44 0 0 0 0 0 0 0 9 8:20
i45 -80816.920 0.020 -13756.187 -0.001 0.020 57.970 -0.020 9 8:30
i46 -80816.927 0.027 -13756.174 -0.014 0.030 57.965 -0.015 9 8:40
i47 -80816.935 0.035 -13756.174 -0.014 0.038 57.963 -0.013 10 8:50
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4. 考察 

表 3～5 に示す通り、平面座標 XY について全ての観測結果で最大誤差が 5cm 以内、標高について全ての観

測結果で最大誤差が 5cm 以内の精度になり、本研究で用いた GNSS 測量機(GEO WALKER)が観測で使用する

のに適している精度内の値となった。 

一部の観測結果で水平観測誤差精度外の観測結果が出た。また、観測を行うことのできない FLOAT 状態に

なったところもあった。これらは、衛星数や衛星の配置によって起きた問題であると観測結果から考えられる。

衛星の位置は刻一刻と変わっていくため、GNSS 測量を行う際は前もって衛星の位置や個数を注意して調べて

おくことが重要となる。 

 

5. まとめ 

本研究では、GNSS 測量機を用いた衛星数の違いによる精度の検証を行った。GNSS 測量を実施する際の仰

角は 15°、30°、45°のいずれの角度でも測量を行うことができた。どの仰角でも安定した結果を得ることがで

きたため、例えば街なかなどの障害物があって衛星を多く受信できない場所であっても、仰角を狭くしてマル

チパス誤差を引き起こさない状態で観測を行えば、正しい結果を出せることが分かった。 

今後の課題として、マルチパス誤差を引き起こす環境で仰角を変えて観測すると、どのような誤差が生じる

かを検証することが必要となる。 
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2023 年度卒業研究論文概要 

 

交差点における道路舗装のライフサイクルコストの算出 

―春日井インター東交差点を対象として― 

 

EC20011 内海尚悟 

 

1. はじめに 

コンクリート舗装は、昭和 35年頃までは道路舗装

の半数以上を占めていた。しかし、交通量の増加や

車両の大型化等に伴い戦後復興期に施行されたコン

クリート舗装に破損が目立つ一方、石油工業の急速

な発展に伴い、石油需要が増え、原油副産物である

アスファルトが大量に発生し、初期コストが低く早

急な施工が可能なアスファルト舗装が大幅に増加し

たと考えられている。 

近年、原油の輸入価格の上昇が続いており、アス

ファルト合材の単価が上昇し、初期コストが割高で

あったコンクリート舗装との価格差が縮小している。

厳しい公共事業費の下、長寿命化やライフサイクル

コスト削減に目を向けざる得ない状況となっている。 

そこで、本研究ではアスファルト舗装、普通コン

クリート舗装、早期交通開放型コンクリート舗装の

3 種類の舗装を対象に、工事費用および 50 年間の修

繕工事を踏まえた費用を算出し比較することを目的

とする。そして 3 種類の舗装のメリット・デメリッ

トを明らかにした結果を活用し、今後、コンクリー

ト舗装の活躍が期待できる場所を提案する。 

 

2. 研究方法 

2.1 対象箇所 

図 1 に示す、春日井インター東交差点を研究対象

とする。 

 

2.2 ライフサイクルコストの算定手順 

1) Google マップの航空写真から、舗装する交差点

の面積を算出。 

2) 各舗装の厚さを決め、体積を計算。それに以下

の各材料の単価を乗算。 

 アスファルト舗装：再生アスファルト混合

物（密粒度 13） 

 普通コンクリート舗装：JIS A 5308 規定の

曲げ強度 4.5N/mm2、スランプ 6.5cmの舗装

コンクリート 

 早期交通開放型コンクリート舗装：早強セ

メント、呼び強度 45、スランプ 8～21cm 

3) 各舗装工事の人員を仮定し、公共工事設計労務

単価の愛知県における単価から、人件費を算出。 

4) 各舗装工事に必要な機材の単価を調査。 

5) 2)～4)を合算し、各舗装のコストを算出・比較。 

なお、アスファルト舗装は 10年に 1度切削オーバ

ーレイ工法を用いて修繕工事を行い、コンクリート

舗装は 50 年間修繕工事を行わないと仮定する。 

 

図 1 対象箇所（春日井インター東交差点） 

 

3. 調査データ 

3.1 舗装面積と厚さ 

舗装面積は、50m×50m＝2,500m2。アスファルト

舗装は、基層と表層を各 5cm（計 10cm）設ける。コ

ンクリート舗装は、いずれもアスファルト中間層

5cm、コンクリート版 30cmの舗装を行う。 

 

3.2 材料単価 

アスファルト舗装： 

再生アスファルト混合物は密粒度アスコン（13）
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を使用し、単価は令和 5 年度土木工事設計材料単価

表を参照する（春日井市：12,800 円/t）。 

普通コンクリート舗装： 

JIS A 5308 に規定されている曲げ強度 4.5N/mm2、

スランプ 6.5cm の舗装コンクリートを使用し、単価

は名古屋生コンクリート協同組合（2023 年）価格 1)

を参照する（21,800 円/m3） 

早期交通開放型コンクリート舗装： 

呼び強度 45、スランプ 8〜21cmの早強セメントを

使用し、単価は名古屋生コンクリート協同組合

（2023 年）価格 1)を参照する（27,050 円/m3） 

 

3.3 作業員単価 

アスファルト舗装： 

土木一般世話役、特殊作業員、普通作業員の人件

費を考慮する。 

コンクリート舗装： 

土木一般世話役、特殊作業員、普通作業員、機械

工、鉄筋工を考慮する。 

アスファルト舗装の修繕工事： 

運転手（特殊）、運転手（一般）を考慮する。 

国土交通省不動産・建設経済局建設市場整備課発

行の「令和 5 年 3 月から適用される公共工事設計労

務単価」4)に基づき、各工事で必要とされる作業員

の人数から人件費を算出した結果を図 2 に示す。 

 

図 2 愛知県での公共工事設計労務単価 

 

3.4 機材単価 

「道路工事積算研究会」による「道路工事の積算」

（改訂 3 版）に基づき、機材単価を求める。これら

の機材の単価には燃料費、運転手の人件費、機械損

料も含まれる。1 回の工事で必要とされる費用を、

表 1 および表 2 に示す。 

 

表 1 アスファルト舗装の機材費用 

 

表 2 コンクリート舗装の機材費用 

 

3.5 修繕工事（アスファルト舗装） 

アスファルト舗装のみ中央部分（面積 1,600m2 を

厚さ 0.05mで 80m3）を切削オーバーレイ工法で修繕

工事すると想定する。アスファルト合材は 2.5t/m3で

あり、今回の修繕工事では 200t のアスファルト合材

を使用する。よって、材料費は 2,560,000円となる。 

作業員の人数と機材単価は、愛知県建設局から発

行されている「積算基準及び歩掛表（土木工事編そ

の 2）」2）に基づき、必要とする作業員は 15 人とな

る。その内訳、人件費・必要となる機材、機材費を

表 3 および表 4 に示す。 

材料金額、人件費、機材費を合算すると、

2,560,000 円＋366,800 円＋276,070 円＝3,202,870 円と

算出される。10 年に 1 度修繕工事を行うことから、

この金額を 10 年毎に加算する。 

 

表 3 切削オーバーレイ工法の人件費 

 

表 4 切削オーバーレイ工法の機材費用 
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4. ライフサイクルコスト算出結果 

4.1 舗装面積と体積 

対象道路は、縦・横ともに 50m の交差点であり、

面積は 50m×50m＝2,500m2である。 

アスファルト舗装は、アスファルト合材を基層と

表層 5cmずつ、計 10cm舗装するため、体積は 250m3

となる。 

コンクリート舗装は、厚さ 30cm のセメントコン

クリート版を舗装するため、体積は 750m3 となる。

また、アスファルト中間層を 5cm 設けるため、体積

は 125m3となる。 

 

4.2 材料価格 

(1)アスファルト舗装 

 再生アスファルト混合物（密粒度 13）の重量は、

1m3当たり約 2.5t より、2.5t×250m3＝625t 

 再生アスファルト混合物（密粒度 13）は、春日

井 市： 12,800 円 /t より 、 625t×12,800 円＝

8,000,000 円 

(2)アスファルト中間層 

 再生アスファルト混合物（密粒度 13）の重量は、

1 ㎥当たり約 2.5t より，2.5t×125m3＝312.5t 

 再生アスファルト混合物（密粒度 13）は、

12,800 円/t より、312.5t×12,800 円＝4,000,000 円 

(3)普通コンクリート舗装 

 セメントコンクリートは、1m3 当たり 21,800 円

より、750m3×21,800 円＝16,350,000 円 

 アスファルト中間層の金額を合算すると、

4,000,000 円＋16,350,000 円＝20,350,000 円 

(4)早期交通開放型コンクリート舗装 

 早強セメントは 1m3 当たり 27,050 円より、

750m3×27,050 円＝20,287,500 円 

 アスファルト中間層の金額を合算すると、

4,000,000 円＋20,287,500 円＝24,287,500 円 

 

4.3 作業員の人数と人件費 

アスファルト舗装は、「道路工事の積算」（改訂 3

版）の 2,500m2 を 1 日 1 層行う歩掛に基づき計算す

る（表 5）。 

コンクリート舗装は、いずれも日本スリップフォ

ーム工法協会による「スリップフォーム工法標準積

算マニュアル（舗装編）」の 100m2 を舗装する歩掛

に基づき計算する（表 6）。 

 

表 5 アスファルト舗装の人件費 

 

表 6 コンクリート舗装の人件費 

 

4.4 各舗装の積算結果 

アスファルト舗装のみ 10年に 1度修繕工事を行う

ため、10 年毎に修繕金額を加算する。また、舗装を

1 日 1 層行う機材費に基づいて計算を行うため、ア

スファルト舗装のみ機材費を 2 倍する。 

コンクリート舗装では、両舗装ともアスファルト

中間層を設けるが、中間層は 1 層のため、アスファ

ルト中間層での人件費は、472,600円÷2＝236,300円

とする。 

(1)アスファルト舗装 

 アスファルト混合物＋人件費＋機材費×2 より、

アスファルト舗装の初期費用は、8,864,380 円 

 修繕工事の費用は 3,202,870円のため、初期費用

から 50 年後の費用を積算すると、24,878,730 円 

(2) 普通コンクリート舗装 

セメントコンクリート金額＋コンクリート舗装人

件費＋コンクリート舗装機材費用＋アスファルト中

間層材料費＋アスファルト中間層人件費＋アスファ

ルト舗装機材費用＝22,688,879 円 

(3)早期交通開放型コンクリート舗装 

早強セメント金額＋コンクリート舗装人件費＋コ

ンクリート舗装機材費用＋アスファルト中間層材料
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費＋アスファルト中間層人件費＋アスファルト舗装

機材費用＝26,626,379 円 

以上の結果を、図 3 に示す。 

図 3 各舗装の 50 年間のライフサイクルコスト比較 

 

4.5 他の交差点との比較 

比較のため、愛知県あま市七宝町沖ノ島（県道 79

号）を対象とした計算結果 8)を図 4 に示す。使用す

る材料などは本研究と同条件で算出されている。 

図 4 先行研究 8)における各舗装の 50 年間のライフ

サイクルコスト比較 

 

5. 考察 

初期費用が 1 番安価であったアスファルト舗装が

50 年後には、普通コンクリート舗装より高くなった。

本研究で対象とした面積 2,500m2 の舗装は、中規模

以上の工事の部類に属される。 

1 日に施工できる量は、コンクリート舗装の方が

アスファルト舗装より少なく、人件費はコンクリー

ト舗装がアスファルト舗装の約 3 倍という結果にな

った。これが、初期費用の差が大きく開く原因とな

った。早期交通開放型コンクリート舗装は、材料金

額が高価で費用が最も高価であったが、コンクリー

ト舗装にも関わらず養生期間が 1 日であり、耐久性

が優れているという特徴がある。工期日数を長く確

保し難い箇所であり修繕工事を頻繁に行う事が困難

であるトンネルや空港などの施工に適している。 

また、図 4 に示した先行研究結果 8)では、アスフ

ァルト舗装の値段が 50年後には普通コンクリート舗

装・早期交通開放型コンクリート舗装共に上回って

いる。これは、今回の算出結果とは異なる点であり、

舗装面積の違いが大きく関係していると考えられる。

先行研究では小規模に分類される工事面積 900m2 の

交差点が対象であり、本研究と比べて工事面積が約

2.8 倍である点が要因として考えられる。 

 

6. まとめ 

本研究では、中規模以上の工事に分類される交差

点における道路舗装のライフサイクルコストを算出

した。コンクリート舗装の採用が適している箇所と

して、大きく以下の 5 つ存在する。 

 周囲への騒音の影響が少ない箇所 

 大型車の混入率が高い箇所や交差点部 

 地下埋設物の工事が想定されない箇所 

 長時間の規制や迂回路の確保が可能な箇所 

 工事面積が小規模に分類される箇所 

現在、コンクリート舗装を施工する熟練の技術者

不足もあり、コンクリート舗装が減り続けている。

しかし、工事の回数を減らすことが可能であり、ラ

イフサイクルコスト低減の観点から、コンクリート

舗装の活用が期待できる。 
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2023 年度卒業研究論文概要 

 

岐阜県土岐市における水災害時の避難所配置及び避難経路の検討 

 

EC20032 坂本悠介 

 

1. はじめに 

近年、気候変動により水災害が激甚化・頻発化し

ており、従来のハード対策ではカバーしきれない現

状にある。平成 27年 5月には、水防法が一部改正さ

れ、洪水に係る浸水想定区域の前提を想定し得る最

大規模の降雨に拡充するとともに、新たに想定し得

る最大規模の内水・高潮に係る浸水想定区城制度が

設けられた。 

また、既に洪水に対する避難確保を作成している

施設についても新たに内水・高潮に係る浸水想定区

城が指定され、市町村の地域防災計画に位置付けら

れた場合は、洪水・内水・高潮それぞれに対応した

避難確保計画を作成しなければならないとされてい

る。さらに、局所的な集中豪雨の発生頻度が高まっ

ており、地方自治体では想定を上回る洪水時におい

ても被害を最小化できるよう洪水の流出抑制や土地

利用の工夫、避難誘導等のソフト対策の取り組みが

必要とされている。 

要配慮者（高齢者・年少者）については、一般の

住民よりも避難に時間を要するため、市町村地域防

災計画に位置づけられた要配慮者施設の管理者に対

して、水災害時の円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ために必要な計画の作成が義務付けられている。そ

れを踏まえると、岐阜県土岐市のハザードマップ 1)

で指定されている指定避難所及び福祉避難所の配慮

は適切なのか疑問である。また、避難経路は住民各

自があらかじめ作成を行っておくとされているにも

かかわらず公開されていないため、計画が不十分な

のではないかとも考えられる。 

そこで本研究では、土岐市のハザードマップにつ

いて検討し、住民避難経路の提案を目的とする。 

 

2. 研究の枠組み 

2.1 研究対象地区の概要 

土岐市ハザードマップでは、主に土岐川（庄内川）

による洪水ハザードマップ（図-1）が示されており、

他にも肥田川（図-2）、妻木川（図-3）などのハザー

ドマップが存在する。洪水ハザードマップは、土岐

津地区、下石区、妻木地区、鶴里地区、曽木地区、

駄知地区、肥田地区、泉地区の 8 地区に分けて作成

されている。本マップは、土岐川及び肥田川、妻木

川で堤防が決壊した場合に想定される浸水状況を示

したものであり外水氾濫に分類される。 

なお、ハザードマップの着色は、凡例の「浸水し

た場合に想定される水深」を示している（図-4）。

指定避難場所を表-1 に、福祉避難所を表-2 に示す。 

 

 

図-1 土岐川洪水浸水想定区域図 
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図-2 肥田川洪水浸水想定区域図 

 

 

図-3 妻木川洪水浸水想定区域図 

 

図-4 浸水した場合に想定される水深 

 

表-1 指定避難場所 

 

 

表-2 福祉避難所 
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2.2 研究方法 

現在の土岐市の人口・年齢層及び避難場所の分布

を把握するため、QGIS を活用して視覚的に表示さ

せて分析を進める。メッシュ内の人口・年齢層に対

して周辺避難場所までのおおよその移動距離と移動

時間を把握する。 

また、避難対象者の高齢者比率を把握し、現在の

指定避難場所が十分であるのか検討を進める。その

後、土岐市役所にヒヤリングを行い、現状のハザー

ドマップ作成に至った経緯について調査する。 

 

3．QGIS を用いた分析 

3.1 岐阜県土岐市における視覚的な表示 

国土交通省国土政策局国土数値情報 GIS ホームペ

ージ 3)から、各種国土数値情報（避難場所、人口、

年齢等）をダウンロードし、シェイプファイルに変

換する。それぞれのシェイプファイルのデータを重

ね合わせ、レイヤー表示する。 

図-5 に、土岐市の避難所・場所の分布を示す。ド

ット状のシンボルは、避難所・場所を表している。 

 

 
図-5 土岐市の避難所・場所分布 

 

次に、2025 年に推定される人口分布を図-5 に重ね

合わせて、現在の避難所とそれらの周辺人口の分布

を視覚的に表示させた（図-6）。500m メッシュで作

成しており、メッシュ内人口を表-3 に示す通り色分

けした。 

 

図-6 人口分布の追加 

 

表-3 人口内訳 

 

 

また、図-7に 65歳以上の男女人口をメッシュごと

にラベリングすることで、人口数に対する高齢者の

割合を視覚化した。 

図-7 より、避難所・場所の配置のばらつきが確認

でき、周辺メッシュ人口が多いにも関わらず 1 か所

のみ一時避難所として指定されている石拾公民館付

近（図-7 青枠内）の避難計画が不十分なのではない

かと考えられる。 

 

3.2 指定避難所の調査 

石拾公民館まで避難するためにどの程度の時間を

要するか、高齢者の到着がどの程度遅れるか、その

際に限りのある石拾公民館の収容可能人数で受け入

れ対応できるか、を検討する。 

図-7 青色メッシュ内の避難対象者の石拾公民館ま

での避難時間を 65 歳未満及び 65 歳以上に分けて計

算を行った。人間の歩行速度は、健常者 1.30m/s、

高齢者 0.98m/s（健常者歩行速度×0.75倍）とする。

避難始点は、図-7 青枠メッシュ内の中央地点の黄点

とし、避難経路は石拾公民館までの直線距離と仮定
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する。避難始点から健常者及び高齢者はメッシュ４

つ内での人口合計人数の平均値をそれぞれ使用する。 

 

 
図-7 65 歳以上男女人口データの追加 

 

表-3 及び図-7 より、メッシュ人口は各中央値を使

用して(250+750+1,147+1,147)/4=824 人、高齢者は、

(101+245+281+140)/4=192 人となった。直線避難距

離約1,030mに対して、避難所要時間はそれぞれ、健

常者 1,030/1.30=792秒、高齢者 1,030/0.98=1,051秒と

なり、差は 259 秒（＝4 分 19 秒）であった。 

石拾公民館の収容可能人員は一時な避難の場合約

150 人とされており、住民が一斉に非難を開始した

と仮定したならば 4 分 19 秒で先に到着する健常者

824人のうちの 150人が避難でき、残りの健常者 674

人、高齢者 192 人は受け入れができないという結果

となる。これにより、現在のハザードマップ及び避

難計画は不完全であると言える。 

そのため、ハザードマップ作成にあたってどのよ

うに避難所の選定を行っているのか、土岐市役所に

ヒヤリングを行う。 

 

4. ヒヤリング調査 

土岐市のハザードマップの作成が何に基づいてど

のように行われたのかについて、土岐市役所建設水

道部建設総務課にて、経緯について話を伺ったとこ

ろ、「指定避難所には主に小学校施設等が指定され

ているが、これらはハザードマップ作成以前に設立

された建造物であり、市の避難計画を考慮して配置

されたものではない。さらに、新たに避難所として

の用途を目的とした建造物を増設等するには予算が

かかり、土地との兼ね合いもあるため容易ではない。

そのため、車などの交通機関を使い、収容に余裕の

ある施設へ移送、また避難所との距離がある地域で

は民間会社へ避難所としての施設開放及び物資の提

供等の協力を呼びかけている。」との回答があった。 

 

5.まとめ 

本研究で検討を行った土岐市のハザードマップで

は、水災害が想定される区域を完全にカバーするの

は困難であると分かった。そのため、今後発生し得

る災害に備えて必要なのは、市の支援といった公助

だけでなく、住民自身が協力して自分達の身を守る

共助が防災の要であると考えられる。災害時に、隣

近所の住民や地域で協力して被害を軽減させるため

には、町内会や自治会などの役割が重要になり、日

頃から地域の市民防災マニュアルを定めておくこと

が共助の面から重要であると再認識した。市の防災

計画が完成に進むことが最重要であるが、災害対策

に正確はなく困難である。その間にも訪れる災害の

リスクを軽減させるためにも、最善案を探求してい

くことが今後の課題である。 
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自動視準機能及び自動追尾機能を搭載したトータルステーションの精度検証 

 

EC20043 鈴木斗眞 

 

1. はじめに 

測量作業は、設計図作成や地図作成など、土木における様々な分野で必要不可欠な作業である。測量機器

には様々な種類があるが、その中でもトータルステーションは高い精度と効率性を持っており、広く利用さ

れている。近年では、人為的なミスを減らし効率的な測量作業を可能にする、自動視準機能及び自動追尾機

能を搭載したトータルステーションが注目されている。このトータルステーションの操作を体験したところ、

プリズムの中心と望遠鏡の中心が一致していなかったことがあった。 

そこで本研究では、自動視準機能及び自動追尾機能を搭載したトータルステーションを用いた測量の精度

を、従来のトータルステーションを用いた測量と比較し、精度・利便性の善し悪しについて検証することを

目的とする。結果に大きな差が生まれた場合、差が生まれた要因をまとめる。 

 

2. トータルステーションの概要と使用機材 

トータルステーションは、角度を測定する電子セオドライトと、距離を測定する光波測距儀を組み合わせ

た測量機である。 

自動視準機能は、半対回の観測を手動で行えば残りの対回の観測は自動で行う機能のことを言い、自動追

尾機能は、自動視準で一度プリズムを捉えた後は、プリズムが動いても常に追尾する機能のことをいう。こ

れらの機能を活用することで、自動で測量を行うことが可能になっている。 

本研究では、手動測量では「SOKKIA iM-105F」（図 1）、自動測量では「SOKKIA iX-1205」（図 2）を使用

する。 

  
図 1 「SOKKIA iM-105F」 図 2 「SOKKIA iX-1205」 

 

3. トータルステーションの精度検証 

3.1 観測手順 

以下の手順で観測を行う。 

1) 既知点である基準点同士を結ぶルートを選定する。 

2) 選定したルート上の測点で、使用する測点を決定する（図 3）。 

3) 各測点にトータルステーションを据え付け、測量を行う（写真 1）。手動測量では 2 対回（前視・後視を

4回ずつ）の観測を手動で行う。自動測量では半対回（前視・後視を 1回ずつ）の観測を手動で行い、残
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りの観測を自動で行う。3 級基準点測量における観測許容値の倍角差 30″を超えた場合再測を行う。 

4) 観測した結果を表にまとめ、投影補正・縮尺補正を行う。 

5) 結合トラバース計算を行い、閉合誤差・閉合比を算出する。 

 

図 3 測量のルート・測点 写真 1 測点における観測の様子 

 

3.2 観測結果の補正 

3.2.1 投影補正 

日本では、地球の形状を表す際に、ジオイドに近似した形状「GRS80 楕円体」を採用している。そのため、

実際に距離測量して得た値を、「GRS80 楕円体」上で表した場合の値に投影補正する。 

 

3.2.2 縮尺補正 

平面直角座標上の距離は完全な直線であるが、投影補正後の距離は「GRS80 楕円体」に投影した距離であ

るため曲線となっている。そのため、平面直角座標上と「GRS80 楕円体」上ではある距離 L は異なる。この

長さの差を縮尺補正する。縮尺係数は、国土交通省によって定められた平面直角座標系に基づいて決定され、

座標の経緯度によって 0.9999 から 1.0001 の間に決定される。 

 

3.3 観測結果 

既知測点 001 から既知測点 K3 までの 11 点において、手動測量と自動測量を行った。手動測量の測定結果

を表 1、自動測量の測定結果を表 2 に示す。 

 

表 1 手動測量の測定結果 

 

 
測点 視準点 ⽔平⾓度[度-分-秒] 測定距離[m] 観測鉛直⾓[度-分-秒] ⽔平距離(補正前)[m] ⾼低差[m] 標⾼[m] 投影補正[m] 縮尺補正[m] ⽔平距離[m]

001 K2 0-00-00 77.866
902A 295-40-58 59.096 0-17-15 59.095 0.297 -0.001 -0.006 59.088

902A 001 0-00-00 78.163
S2A 182-37-54 45.921 0-24-17 45.920 0.324 -0.001 -0.005 45.914

S2A 902A 0-00-00 78.487
935A 88-29-31 69.742 (-)0-46-40 69.736 -0.947 -0.001 -0.007 69.728

935A S2A 0-00-00 77.540
003A 178-28-16 54.598 (-)4-16-25 54.446 -4.069 -0.001 -0.005 54.440

003A 935A 0-00-00 73.471
T9-5A 192-54-20 39.669 (-)4-08-35 39.565 -2.866 -0.001 -0.004 39.560

T9-5A 003A 0-00-00 70.605
976A 180-19-33 55.859 (-)3-02-55 55.780 -2.971 -0.001 -0.005 55.774

976A T9-5A 0-00-00 67.634
1004A 109-54-19 36.744 (-)1-00-35 36.738 -0.648 -0.001 -0.004 36.733

1004A 976A 0-00-00 66.986
S1A 177-42-40 38.638 (-)0-56-10 38.633 -0.631 -0.001 -0.004 38.628

S1A 1004A 0-00-00 66.355
S3A 180-20-24 34.843 (-)1-28-25 34.831 -0.896 -0.001 -0.003 34.827

S3A S1A 0-00-00 65.459
K3 270-50-24 28.973 (-)4-21-10 28.889 -2.199 0.000 -0.003 28.886

K3 S3A 0-00-00 63.260
引照点3 221-24-11 ----
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表 2 自動測量の測定結果 

 
 

水平角度において測点 976 で 18″の差が見られ、水平距離において測点 1004 で 3mm の差が見られた。トー

タルステーションによる 3 級基準点測量の場合、水平角度の許容値は 20″、水平距離の許容値は 20mm と定め

られているため、この結果は問題ないと言える。 

 

3.4 結合トラバース計算 

結合トラバース計算とは、既知点である基準点（後視点・出発点・結合点・前視点）の座標と、測量で得

た水平角度・水平距離から測点の座標を定める作業のことである。結合トラバース計算結果から、閉合誤

差・閉合比を算出し、測量の精度を検証する。 

表 3 に手動測量の結合トラバース計算結果を、表 4 に自動測量の結合トラバース計算結果を示す。既知点

である出発点 001 と結合点 K3 の x座標差は 7.890、y座標差は-300.646 となった。それに対し、手動観測結果

の x座標差は 7.790、y座標差は-300.663となり、既知点の座標データと測量で得た座標データには差がある。

この座標の差を閉合誤差といい、手動測量では√0.12＋0.0172=0.101 という閉合誤差が得られた。閉合比は、

閉合誤差を全測線長で割ると求められるため、手動測量の閉合比は 0.101/465.578≒1/4610 となった。 

自動測量の場合も同様に計算を行い、閉合誤差 0.092、閉合比 1/5039 という結果が得られた。 

 

表 3 手動測量の結合トラバース計算結果 

 
測点 視準点 ⽔平⾓度[度-分-秒] 測定距離[m] 観測鉛直⾓[度-分-秒] ⽔平距離(補正前)[m] ⾼低差[m] 標⾼[m] 投影補正[m] 縮尺補正[m] ⽔平距離[m]

001 K2 0-00-00 77.866
902B 295-41-05 59.096 0-17-23 59.095 0.299 -0.001 -0.006 59.088

902B 001 0-00-00 78.165
S2B 182-37-50 45.920 0-24-15 45.919 0.324 -0.001 -0.004 45.914

S2B 902B 0-00-00 78.489
935B 88-29-32 69.741 (-)0-46-43 69.735 -0.948 -0.001 -0.007 69.727

935B S2B 0-00-00 77.541
003B 178-28-16 54.598 (-)4-16-19 54.446 -4.067 -0.001 -0.005 54.440

003B 935B 0-00-00 73.474
T9-5B 192-54-25 39.668 (-)4-08-23 39.565 -2.864 -0.001 -0.004 39.560

T9-5B 003B 0-00-00 70.610
976B 180-19-34 55.859 (-)3-02-48 55.780 -2.969 -0.001 -0.005 55.774

976B T9-5 0-00-00 67.641
1004B 109-54-01 36.743 (-)1-00-26 36.737 -0.646 -0.001 -0.004 36.732

1004B 976B 0-00-00 66.995
S1B 177-42-42 38.635 (-)0-56-04 38.630 -0.630 -0.001 -0.004 38.625

S1B 1004B 0-00-00 66.365
S3B 180-20-23 34.842 (-)1-28-04 34.831 -0.892 -0.001 -0.003 34.827

S3B S1B 0-00-00 65.473
K3 270-50-29 28.972 (-)4-20-49 28.889 -2.196 0.000 -0.003 28.886

K3 S3B 0-00-00 63.277
引照点3 221-24-16 ----



中部大学 工学部 都市建設工学科 

 
 

表 4 自動測量の結合トラバース計算結果 

 

4. 考察とまとめ 

結合トラバース計算により、手動測量の閉合比は 1/4610、自動測量の閉合比は 1/5039 という結果が得られ

た。トラバース測量の閉合比の許容範囲は、緩い斜面の地形の場合 1/3000～1/50005)となっているため、今回

の測量の精度は、手動測量と自動測量ともに許容範囲である。閉合比の比較により、手動測量と自動測量は

ほぼ同じ精度であることが分かった。手動測量時は許容値以上の倍角差が出てしまい一度再測を行ったが、

自動測量時では再測はなく、自動トータルステーションは人為的ミスを取り除くことができる利便性の良い

機械だと分かった。 

また、自動測量を行っているトータルステーションの視準がプリズムと一致してない要因として、自動視

準では一定の範囲内にプリズム中心が入ると望遠鏡は動きを止め、プリズム中心と望遠鏡中心のずれの量を

計算で求めて補正処理を行うからだということが分かった。 

今回の観測では起こらなかったが、プリズム以外の反射物の誤観測や高低差が大きい場所での 360°プリズ

ム使用による誤差など、手動測量では誤差の要因にならないものが、自動測量では誤差の要因になることが

あるため、自動トータルステーション使用時には必ず手動測量による確認が必要であると言える。 
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2023 年度卒業研究論文概要 

 

愛知県尾張地方の都市公園における SDGs 政策の実施状況調査 

 

EC20060 成田多一 

 

1. はじめに 

1.1 研究背景 

新型コロナウィルス感染症流行に伴う規制が緩和

され、花火大会やお祭りなど公園を使うイベントが

再び行われるようになってきている。また、一人キ

ャンプのようなアウトドアの流行もあり、たくさん

の年代の人たちが訪れる公園の安全性、使いやすさ

というのが重要であると考える。公園は、環境面や

防災面でも重要であることから、持続可能な開発目

標（SDGs）にどれほど対応しているのか明らかに

することが重要だと考えられる。 

 

1.2 研究目的 

本研究では、愛知県尾張地方にある都市公園にお

いて、SDGs の 17 項目に関する政策がどれほど実施

されているのかを調査することを目的とする。また、

岐阜県、三重県の研究結果から、東海 3 県の公園の

役割やそれぞれの県の公園の SDGs 達成傾向も把握

する。 

 

2. 研究方法 

本研究は、以下の手順で実施する。 

1) SDGs の 17 の目標から公園に関連する項目をピ

ックアップし、公園において取り組まれている

環境政策、防災政策、社会政策等について、そ

の事項を SDGs に関連付けてまとめる。 

2) 対象とする愛知県の公園を「PARKFUL」とい

う公園について様々な情報が掲載されているス

マホアプリから調べる。10ha 以上の大規模公園

をリストアップする。面積や場所を調査後、実

際に公園を訪問して写真やメモで記録をする。 

3) すべての公園の調査が終了後、集計して考察を

する。集計結果を岐阜県、三重県の調査結果と

比較し、東海 3 県の公園の特徴を明らかにする

ことで、より良い公園になるための提案をする。 

3. 公園と SDGs の関連 

3.1 都市公園の分類 

都市公園とは、都市計画法によって位置づけられ

る都市計画公園または緑地、あるいは国および地方

公共団体が都市計画区域内に設置する公園または緑

である。市民のやすらぎの場所として存在している

だけでなく、都市の安全性を向上させ、災害発生時

には市民を守る防災公園としての役割もある。また

豊かな地域作りのための環境政策や地域の活性化に

繋がる役割もある。公園は様々な種類に分類される

が、本研究で調査対象とする公園は、都市基幹公園

大規模公園とする。 

 

3.2 持続可能な開発目標（SDGs） 

SDGs とは、貧困や飢餓、健康、教育、ジェンダ

ー平等、近代的エネルギーへのアクセス、経済成長、

包摂的かつ持続可能な産業化、気候変動、海洋資

源・森林・生態系の保護、平和で包摂的な社会、持

続可能な開発のためのグローバル・パートナーシッ

プの活性化など、目標が対象とする分野は幅広い。

17 のゴール、169 のターゲットから構成され、地球

上の「誰一人取り残さないこと」を誓っている。

SDGs は開発途上国のみならず、先進国自身が取り

組むユニバーサルなものであり、日本としても積極

的に取り組んでいる。 

 

4. 研究対象 

4.1 対象公園一覧 

本研究では、愛知県尾張地方（名古屋地区、知多

地区、尾張北地区、尾張海部地区）の都市基幹公園

と大規模公園を対象に調査を行う。 

「PARKFUL」というサイトを活用し、面積が

10ha以上の公園を調査したところ、表 1に示す 48公

園が該当した。 
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4.2 対象とする SDGs 政策 

本研究では、まず SDGs の 17 項目のうち公園に関

する項目をピックアップする（表 2）。次に、ピック

アップした目標の中から公園で実施可能な政策を挙

げる（表 3）。 

政策を整理したチェックリストを用いて、愛知県

尾張地方における都市基幹公園、大規模公園で実際

に行われている SDGs 政策を調査する。 

 

 

 

表 2 公園に関する SDGs の項目 

目標 3 全ての人に健康と福祉を 

目標 4 質の高い教育をみんなに 

目標 6 安全な水とトイレを世界中に 

目標 7 エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

目標 11 住み続けられる街作りを 

目標 12 つくる責任つかう責任 

目標 13 気候変動に具体的な対策を 

目標 15 陸の豊かさも守ろう 

表 1 調査対象公園一覧 

公園名 所在地 面積 公園名 所在地 面積 

稲永東公園 港区 31.36ha 東公園 津島市 26.91ha 

猪高緑地 名東区 66.2ha 
国営木曽三川公園 

一宮タワーパーク 
一宮市 26.4ha 

矢田川橋緑地 守山区 10.7ha 鶴舞公園 昭和区 24.1ha 

国営木曽三川公園 

フラワーパーク 
江南市 11.8ha 落合公園 春日井市 24ha 

大江川緑地 南区 11.5ha 瑞穂公園 瑞穂区 24.5ha 

小牧市スポーツ公園 小牧市 11.6ha 大池公園 東海市 24.8ha 

洗堰緑地 西、北区 24.7ha 荒子川公園 港区 26ha 

木曽川犬山緑地 犬山市 12ha 半田運動公園 半田市 26.7ha 

於大公園[おだい」 東浦町 12ha 尾張広域緑道 小牧市 27.6ha 

朝宮公園 春日井市 12.5ha 市民四季の森 小牧市 27.8ha 

二つ池公園 大府市 12.6ha 天王川公園 津島市 12ha 

天白公園 天白区 26.5ha 戸田川緑地 港区 29.1ha 

加木屋緑地 東海市 13.3ha 稲永公園＊ 港区 31.4ha 

千代田橋緑地 守山区 15ha 海南こどもの国 弥富市 10ha 

桧原公園 常滑市 13.3ha 大野極楽寺公園 一宮市 38.4ha 

春日井市都市緑化植物園 春日井市 24ha 平和公園 千種区 147ha 

旭公園 知多市 16.4ha 国営木曽三川公園東海広場東 愛西市 10.4ha 

明徳公園 名東区 17.4ha 庄内緑地 西区 44ha 

高森山公園 春日井市 12ha あいち健康の森公園 大府市 51.5ha 

大曽公園 常滑市 17ha 県営）小幡緑地 名古屋市 76.2ha 

水分橋緑地 北区 17.5ha 名城公園 中区 80.4ha 

久屋大通公園 中区 15.7ha 大高緑地 名古屋市 120ha 

聚楽園公園 東海市 18.6ha 東山公園 千種区 84.22ha 

国営木曽三川公園 

ワイルドネーチャー 
稲沢市 10.6ha 県営）牧野ケ池緑地 名古屋市 147.7ha 

＊稲永公園は改修工事中だったため、今回は調査対象には含めていない。 
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表 3 公園に関する SDGs 政策 

 
 

5. 調査結果 

5.1 戸田川緑地の例 

調査を実施した 47か所の公園のうち、戸田川緑地

の例を表 4、写真 1、写真 2 に示す。 

 

表 4 戸田川緑地の調査結果 

 

公園名：戸田川緑地 

住所：愛知県名古屋市港区春田町 2-3204 
敷地面積：29.1ha 
分類：総合公園 

 

港区の川沿いにある公園であり、植物園など大人

も楽しめるような施設も存在している。目標 11の誰

もが参加できるイベントは〇と判断できる。 

一方、BBQ 会場ではごみが少し散らかっていたた

め、安全管理、ごみの清掃活動で×と判断した。 

 

 

写真 1 戸田川緑地のモノレール 

 

 

写真 2 戸田川緑地の多目的広場 

 

5.2 SDGs 政策の実施状況の集計結果 

目標 3～7に関する政策の実施状況を図 1、目標 11

～15 に関する実施状況を図 2 に示す。 

まず、ベンチや公園整備、安全管理などはしっか

り実施されていたが、防災倉庫や 2 つあるイベント

の項目に関しては対応できていなかった。トイレの

洋式化とバリアフリー化は想像以上に進んでいた。 

 

図 1 目標 3～7に関する政策の実施状況 

 

 

図 2 目標 11～15 に関する政策の実施状況 
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5.3 調査結果に関する考察 

愛知県尾張地方の公園を調査した結果、避難場所、

防災倉庫の数が少なかった。近々南海トラフ大地震

が起きると予想されている地域であることから、対

応が遅れていることは問題であると考えられる。 

次に、公園整備や安全管理の傾向として、名古屋

市の大高緑地や庄内緑地といった有名な公園であっ

ても整備が不十分であり、一方で春日井市の朝宮公

園や津島市の天王川公園などは整備が進んでいた。

その理由として、名古屋市には森林が多い公園が多

く、その分面積が広くなる。そのため、公園整備に

手が回っていないのではないかと考えられる。 

目標 3 のベンチはほとんどの公園が設置されてい

たが、老朽化しているベンチも多くあり、早急な改

善が必要であると言える。 

また、トイレ整備が必要な公園があった。小幡緑

地では新たなトイレが作られており、鶴舞公園は洋

式化されているトイレとそうでないトイレがあった。

ほとんどの公園では清掃チェック表があったが、な

い公園も数か所あった。まずは、できる整備から実

行した方がよいと考えられる。 

 

6. 岐阜県、三重県における実施状況との比較 

図 3 は、愛知県尾張地方、岐阜県、三重県の東海

3 県において、各目標に対する達成割合をレーダー

チャートで表したものである。 

岐阜県は先行研究 4)、三重県は本年度の研究 5)に

よる調査結果である。 

 

 

図 3 愛知県尾張地方、岐阜県、三重県における 

実施状況の比較 

東海 3 県の比較をした結果、ベンチやトイレなど

の対応状況は同じような傾向が見られた。 

一方、岐阜県の健康器具の数や愛知県のイベント、

三重県の防災倉庫の数などについては、他の 2 県と

比べて少ない傾向があった。 

 

7. まとめ 

本研究では、愛知県尾張地方の公園が SDGs 政策

の観点からどれ程実施できているかを調査した。 

どの公園も大変すばらしくこれからも子供たちの

成長の場として、またお年寄りの憩いの場として、

時には災害が起こったときの避難所としてなくては

ならない存在であるという印象があった。 

一度にすべての面で対応することは当然できない

ため、可能なことから 1 つずつ整備をしていき、誰

もが快適に過ごせる場所としてこれからも公園があ

り続けることが大事であると言える。 
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2023 年度卒業研究論文概要 

 

訪日外国人旅行者の動向とその恩恵の地域差に関する分析 

 

EC20068 福井康介 

 

1.はじめに 

日本では近年、インバウンド（訪日旅行）が飛躍

的に増加しており、新型コロナの影響による大幅な

落ち込みからの回復が見込まれ、2025 年を見据えた

様々な訪日旅行者に対する取り組みが促進されてい

る。訪日旅行者の行先の特徴を見ると、国内の狭い

地域や知名度が低い地域、施設の入場料・入館料が

比較的高い場所、日本人が好むような観光地の穴場

スポット、珍スポットがある地域などは好まない傾

向が見られた。 

インバウンド需要を持続的に拡大していくことで、

直接的な経済効果だけでなく、新たな雇用の創出、

地域の活性化などが期待される。一方で、旅行先が

一部の地域に大きく偏っており、インバウンドの恩

恵を受けられている地域とそうでない地域との間に

大きな差が生じている。地方へのインバウンド需要

の取り込みは、喫緊の課題であると言える。 

本研究では、インバウンドによる恩恵の地域差を

分析し、恩恵を十分に受けていない地域について、

その地域の強みや特徴を活かしたサービスや体制の

検討を行うことを目的とする。 

 

2.インバウンドの恩恵を受けている地域と受けてい

ない地域の比較 

観光庁による都道府県別訪日旅行者数および宿泊

客数の統計を参照し、インバウンドによる恩恵を十

分に受けている地域と恩恵を十分に受けていない地

域として、4 つずつ都道府県を選定する。 

図-1 に、判断資料の一つである都道府県別の宿泊

客数を多い順に並べたグラフ（観光庁「令和 4 年度

宿泊旅行統計調査」1）より作成）と、本研究で分析

対象とする都道府県を示す。恩恵を受けている地域

として東京都、大阪府、京都府、北海道を、恩恵を

受けていない地域として奈良県、佐賀県、徳島県、

鳥取県を選定した。 

次に、インバウンドの恩恵を受けている地域と受

けていない地域の特徴を比較した。訪日旅行者が観

光地に求める主なサービスとして、フリーWi-Fi や

外国人向けの案内所、多言語に対応している案内表

示、免税店の充実等が挙げられる。対象地域のこれ

ら 4 つのサービスへの対応状況を表-1 に示す。 

恩恵を受けている地域と受けていない地域で比較

すると、フリーWi-Fiの導入施設数は約 8倍、外国人

観光案内所数は約 5 倍、案内表示の多言語化対応率

は約 1.5～2 倍の差がある。このことから、インバウ

 

図-1 訪日外国人旅行者の都道府県別 

宿泊客数と本研究の対象地域 

 

表-1 訪日外国人旅行者が求めるサービスの 

対応状況 
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外国⼈

観光案内所
案内表⽰
多⾔語対応

免税店舗数

単位 施設 施設 ％ 店舗
東京 11403 146 75〜 14434
⼤阪 11846 55 75〜 5946
京都 5381 40 50〜75 1916
北海道 5704 105 75〜 2808
奈良 1404 20 75〜 267
佐賀 863 17 25〜50 286
徳島 1194 11 50〜75 101
⿃取 702 17 25〜50 128
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ンドの恩恵を受けている地域と受けていない地域と

の間で、外国人旅行者への対応に明らかな差がある

ことが分かる。 

 

3.各県における訪日旅行者の消費動向 

インバウンドの恩恵を受けていない地域として選

定した各県について、現状の課題を分析する。 

インバウンドによる主な消費には宿泊費、飲食費、

買物費、娯楽等サービス費、交通費がある。最新の

データである「令和元年度訪日外国人消費動向調査」

をもとに、都道府県別の消費動向を把握する。 

図-2 に、国内の訪日旅行者全体の一人当たりの支

出額のグラフを示す 2)。最も大きな消費は買物代で、

次いで宿泊費、飲食費の順である。 

図-3に、各県の一人当たりの(a)宿泊費、(b)飲食費、

(c)買物費、(d)娯楽サービス費を示す。これらの傾向

を分析し、次章で徳島県、鳥取県、奈良県、佐賀県

の課題と対策を検討する。 

 
図-2 国内の訪日旅行者の一人当たり旅行支出額 

 

  
(a)宿泊費 (b)飲食費 

 

  
(c)買物代 (d)娯楽サービス費 

 

図-3 各県の訪日外国人旅行者の一人当たり消費額 
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4.インバウンドの恩恵を受けていない地域の課題と

対策 

 

4.1 徳島県 

(1)現状 

徳島県は、宿泊費、飲食費はインバウンドの恩恵

を受けている大阪府や京都府と大きな差がない。娯

楽サービス費についてはインバウンドの恩恵を受け

ていない 4 県の中で 2 番目に一人当たり消費額が高

いが、買物代を見てみると対象 4 県の中で 3 番目か

つ恩恵を受けている 4 県との差がかなり開いている。 

加えて、対象地域の中で最も訪日旅行者数が少な

く、宿泊者数などの観光統計や民間の地域ブランド

調査の順位が低迷していることなどから魅力度が低

いと捉えられがちである。そのため、四国地方の中

でも訪日旅行者にあまり知られていない県と言える

が、渦潮や阿波踊りといった単体の観光資源は訪日

旅行者にも認知度があり、お盆の阿波踊りの時期に

合わせて観光する旅行者も少なくない。 

(2)問題点 

徳島県までのアクセスが困難なことと、フリー

Wi-Fi の数が全国第 40 位、多言語対応も大幅に遅れ

ていて観光案内所の数が全国最下位となっている点

である。 

(3)対策 

徳島県までの交通を十分に充実させ、Wi-Fi や外

国人が利用しやすい観光案内所の増設に力を入れ、

インバウンド関連事業を定着させることが求められ

る。また、宿泊や飲食の充実に取り組むよりも、買

物の消費額増加に力を入れていく必要があると考え

る。その上で渦潮や阿波踊りといった単体の観光資

源を有効活用し、積極的にインバウンド対応を実施

していくことで、訪日外国人旅行者数が伸び、イン

バウンドによる恩恵を受けられる可能性があると考

えられる。 

 

4.2 鳥取県 

(1)現状 

鳥取県は、徳島県と同じように宿泊費、飲食費に

ついてはインバウンドの恩恵を受けている大阪府や

京都府と大きな差がなかった。娯楽等サービス費に

ついては、インバウンドの恩恵を受けていない対象

4 県の中で最も一人当たり消費額が高かったが、買

物の消費額は決して高いとは言えない。 

また、鳥取県には鳥取砂丘や米子温泉などの観光

資源があり、砂丘巡りやラクダのライド体験など珍

しいアクティビティがあるため、一部の訪日外国人

旅行者からの人気は高い。加えて、日本の有名な漫

画である『ゲゲゲの鬼太郎』や『名探偵コナン』の

作者の故郷であることから、鳥取県自体の知名度も

低くはない。 

(2)問題点 

多言語対応や Wi-Fi 導入が大幅に遅れており、フ

リーWi-Fi の導入施設数は全国最下位、外国人観光

案内所数は全国 40 位である。 

(3)対策 

鳥取県も徳島県同様、宿泊や飲食の充実に取り組

むよりも、買物の消費額増加に力を入れていく必要

があり、Wi-Fi や外国人が利用しやすい観光案内所

の増設に力を入れることが必要であると考えられる。 

一人当たりの消費単価はインバウンドの恩恵を受

けている地域と比較しても小さくないことから、よ

り多くの旅行者を誘客することが重要であると言え

る。加えて、砂丘や温泉といった観光資源をさらに

有効活用していくことで、訪日外国人旅行者数が伸

び、インバウンドによる恩恵を受けられる可能性が

あると考えられる。 

 

4.3 佐賀県 

(1)現状 

佐賀県は、宿泊費についてはインバウンドの恩恵

を受けている大阪府や京都府と大きな差がなかった

が、飲食費、娯楽サービス費を見てみると恩恵を受

けている県と比べてかなりの差があることが分かっ

た。一方、買物代についてはインバウンドの恩恵を

受けていない対象 4 県の中で最も一人当たり消費額

が高く、インバウンドの恩恵を受けている京都より

も大きい。 

(2)問題点 

佐賀県は日本人の間でもすぐには印象を語りづら

く、同様に海外諸国でも難しい上に観光資源も乏し

いため、知名度がかなり低い。加えて、訪日旅行者
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の受け入れ態勢も不十分であり、フリーWi-Fi の数

は全国第 45 位、観光案内所の数は第 40 位と徳島県、

鳥取県と同様に訪日旅行者に対する受け入れ態勢の

見直しが必要とされる。一方、近年では隣の福岡県

にクルーズ船やフェリーの港があることで、訪日旅

行者数が増加している傾向がある。 

(3)対策 

そういった部分と飲食、娯楽サービスを充実させ

るために観光スポットを活性化させ、徳島県、鳥取

県と同様に Wi-Fi や外国人が利用しやすい観光案内

所の増設に力を入れていくことで、訪日外国人旅行

者数が伸び、インバウンドによる恩恵を受けられる

可能性があると考えられる。 

 

4.4 奈良県 

(1)現状 

奈良県は、宿泊費、飲食費、買物代、娯楽サービ

ス費、すべてにおいて対象地域の中で最下位であり、

一人当たりの消費単価が著しく小さい。特に飲食費、

買物代についてはインバウンドの恩恵を受けている

対象地域との間でかなりの差が開いている。 

しかし、奈良県は日本の中でも特に歴史遺産のあ

る観光地が数多くあるため、インバウンドの恩恵を

受けている京都と並んで訪日旅行者の間で人気であ

り、訪日旅行者数は桁外れに多い。加えて、インバ

ウンドの恩恵を受けていない対象 4 県の中で最も多

言語対応や Wi-Fi 導入に対して積極的に取り組んで

いる県である。 

(2)問題点 

大阪府、京都府を中心とした関西観光ルートの一

部として訪日旅行者が視野に入れる県になってしま

っているため、奈良公園や東大寺などをイメージす

る人が多く日帰り観光が中心となっていることであ

る。旅行者数自体はかなり多いが、訪日旅行者に限

らず日本人旅行者も奈良県では宿泊しないという現

状になってしまっている。 

(3)対策 

宿泊、飲食、買物、娯楽サービスの中でも特に飲

食、買物を充実させることに注力し、奈良県の知名

度を上手く使い、旅行者を県内に留めるさせるため

の手段が必要である。そのための方策として、グル

メを有効活用しつつ、宿泊施設の整備の充実や宿泊

プロモーションを行っていくことで訪日外国人旅行

者数が伸びる可能性は十分にある。 

徳島県、鳥取県、佐賀県と比べ積極的に多言語対

応や Wi-Fi 導入に対して取り組んでいることからも、

インバウンドによる恩恵を受けられる可能性は十分

にあると考えられる。 

 

4.まとめ 

本研究では、インバウンドによる恩恵を十分に受

けている地域と恩恵を十分に受けていない地域を選

定し、その恩恵の地域差について分析した。それら

を踏まえ、恩恵を十分に受けていない 4 つの対象地

域に対して、強みや特徴を活かしたサービスや体制

の検討を行った例を示した。 

また、分析の結果、旅行者数、宿泊数が少ない地

域が必ずしも一人当たり消費額が小さいとは限らな

いことが明らかになった。このことから、インバウ

ンドによる恩恵を十分に受けられる状態にするため

には単に消費単価を上げるための施策だけでなく、

各地域で不足している訪日外国人旅行者への配慮や

サービスに重点的に取り組む重要性が示唆された。 
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日本版持続可能な観光ガイドラインに基づく観光地の評価 

―中部地方の観光地域づくり法人を対象として― 

 

EC20087 渡邉祐理 

 

1．はじめに 

持続可能な観光（サステナブル・ツーリズム）の

取り組みが世界で促進されており、観光開発におい

て環境、経済、社会の 3 つの側面の適切なバランス

を図りながら、長期的な持続可能性を確保すること

が求められている。日本では、地方自治体や観光地

域づくり法人（Destination Management/Marketing 

Organization: DMO）の持続可能な観光地マネジメン

トのために、観光庁 1)により「日本版持続可能な観

光ガイドライン（JSTS-D）」が策定された。 

既報 2)では、JSTS-D に掲載されている「A.持続可

能なマネジメント」「B.社会経済のサステナビリテ

ィ」「C.文化的サステナビリティ」「D.環境のサステ

ナビリティ」の 4 分野それぞれについて、4 つの

DMO の評価が試行されている。それによると、特

に D.環境が低評価となる傾向が見られる。しかし、

評価対象とした DMO の数が少なく、さらに外部か

らの評価のみでの議論となっていることから、取り

組みの未実施なのか外部への情報公開不足なのかが

明らかにされていない。 

本研究では、DMO を対象に、JSTS-D1)の基準に基

づき観光地の持続可能性を外部から評価し、その評

価結果と自己評価との乖離点や情報開示が難しい項

目を明らかにすることを目的とする。 

 

2．日本版持続可能な観光ガイドライン（JSTS-D） 

「日本版持続可能な観光ガイドライン（JSTS-D）」

とは、DMO や各自治体が持続可能な観光マネジメ

ントを行うための観光指標である。持続可能な観光

の推進と基準作成を目的に発足したグローバル・サ

ステナブル・ツーリズム協議会（GSTC）が開発し

た国際基準である観光指標をベースとしたもので、

特に DMO の戦略策定にあたっては、JSTS-D を参考

にすることが重要とされている。「A.持続可能なマ

ネジメント（大項目数 16、小項目数 41）」、「B.社会

経済のサステナビリティ（大項目数 8、小項目数

24）」、「C.文化的サステナビリティ（大項目数 8、小

項目数 19）」、「D.環境のサステナビリティ（大項目

数 15、小項目数 29）」の 4つの分野、合計 47の大項

目、113 の小項目が設定されている。 

 

3．観光地域づくり法人（DMO） 

観光地域づくり法人（DMO）3)とは、観光地域づ

くりの司令塔として、観光地域づくりを実現するた

めの戦略を策定し、着実に実施するための調整機能

を備えた法人である。DMOの登録には 5つの要件が

あり、すでに該当している組織を「登録 DMO」、今

後該当する予定の組織を「候補 DMO」としている。

登録 DMO、候補 DMO は 3 つの区分に分けられてい

る。広域連携 DMO は、地方ブロックレベルの区域

を一体とした観光地域、地域連携 DMO は、複数の

地方公共団体に跨る区域を一体とした観光地域、地

域 DMO は、基礎自治体である単独市町村の区域を

一体とした観光地域として、観光地域づくりを行う

組織である。 

令和 5 年 9 月 26 日現在、広域連携 DMO は 10 団

体、地域連携 DMOは 118団体、地域 DMOは 211団

体の計 339件が登録 DMOまたは候補 DMOとなって

いる。 

 

4．評価方法 

JSTS-D の A～D 分野の各項目には 1 つ以上の小項

目が設定されている。D13（環境負荷の小さい交通）

の例を表-1 に示す。これら 113 の小項目それぞれに

ついて取り組んでいるかどうかを、「わからない/し

ていない」0 点、「今後準備予定」25 点、「現在準備

中」50点、「ある」75点、「定期的に更新されており、

定期的な運用が行われる」100 点で評価した上で、4
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分野及び総合スコアを 100 点満点に換算する。選択

肢は、文献 1)で行われた全国の広域自治体（都道府

県）及び基礎自治体（市区町村）を対象にした持続

可能な観光指標に関するアンケート調査による自己

評価と同形式である。 

集計には、サステナブルツーリズムに関する現状

把握を支援するアプリケーションとして開発された

STARs4)を利用した。 

外部評価については、以下のルールで実施する。 

 評価にあたり、各 DMO が登録申請の際に観光

庁に提出した形成・確立計画、ウェブサイト及

びそれらが引用している統計を参照する。 

 Google 検索を利用して、該当地域の自治体等の

ホームページの情報を参照する。 

 上記の中で、言及があれば「している」、統計

などが毎年度更新されていれば「随時更新され

ており、定期的な運用が行われる」と評価する。 

また、得られた外部評価結果について、別の評価

者の結果と比較することで妥当性の検証を行う。さ

らに、対象とした DMO のうち、いくつかにヒアリ

ング調査を行い、自己評価との認識の違いを探る。 

 

5．評価対象 

本研究では中部地方を対象とし、中部地方の広域

連携 DMO である、中央日本総合観光機構のマネジ

メント区域（富山県、石川県、福井県、長野県、岐

阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県）を対象に

地域連携 DMO、地域 DMOを全て選定した。広域連

携 DMO 1件、地域連携 DMO 27件、地域 DMO 36件

の計 64 件を評価対象とする。 

 

6．評価結果 

6.1 外部評価結果 

対象 DMO 64 件（広域連携 DMO 1 件、地域連携

DMO 27 件、地域 DMO 36 件）のうち、広域連携

DMOの中央日本総合観光機構、地域連携 DMOの愛

知観光協会、地域 DMO の西尾市観光協会の結果を

図-1 に示す。3 件を比較すると、愛知県観光協会は

全体的にスコアが高いが、中央日本総合観光機構、

西尾市観光協会は総合スコアが低く、各分野の結果

にばらつきが見られた。 

表-1 JSTS-D の基準（D13 の例） 

D13 環境負荷の小さい交通 
域内における環境負荷の小さい交通機関の利用促

進プログラムがあること 
① 地域内での徒歩や自転車での移動の奨励と安

全確保を行っていること 
② モビリティの活用に関して、低炭素自動車の

導入等により環境に配慮していること 

 

 

図-1 外部評価（著者による評価）結果 

 

6.2 外部評価者ごとの評価結果の違い 

外部評価の過程において、適した資料を見つけら

れるかどうか、6 段階の選択肢のうちどれを選択す

るかは、外部評価者の主観が入る。そこで、評価者

の違いによってどの程度結果に差が生じるかについ

て、評価者 A（著者）、評価者 B（客員研究員）とし

て中央日本総合観光機構（図-2）、愛知県観光協会

（図-3）、西尾市観光協会（図-4）を例に検証した。

なお、評価者 B は、博士号の保有者であるが、観光

分野の専門家ではない。 

中央日本総合観光機構は、環境面では評価者 A が

1 点、評価者 B が 6 点で評価者 B の方が高いスコア

となったが、マネジメント面、社会経済面、文化的

面では、評価者 A の方が高いスコアとなった。 

愛知県観光協会は、4 分野すべての面で、評価者

A の方が高いスコアとなった。 

西尾市観光協会は、文化的面では評価者 A が 35

点、Bが 32点で評価者 Aの方が高いスコアとなった

が、マネジメント面、社会経済面、文化的面では、

評価者 B の方が高いスコアとなった。 

愛知県観光協会は、評価者による違いはあまり見

られなかったが、中央日本総合観光機構、西尾市観

光協会では、評価者による違いが大きく表れた。 
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図-2 2 名による外部評価結果の比較 

（中央日本総合観光機構） 

 

 
図-3 2 名による外部評価結果の比較 

（愛知県観光協会） 

 

 
図-4 2 名による外部評価結果の比較 

（西尾市観光協会） 

 

6.3 内部評価と外部評価の違い 

6.3.1 ヒアリング調査方法 

内部評価と外部評価との違いを探るため、中央日

本総合観光機構（図-5）、愛知県観光協会（図-6）、

西尾市観光協会（図-7）へヒアリング調査を行った。 

調査方法は、外部評価の認識が合っているのかを

項目ごとに確認してもらい、認識が異なっている場

合は正しい評価を示してもらう。内部による評価と

外部からの評価を比較して、乖離点や情報開示が難

しい項目を明らかにする。 

また、特に気になる項目について、対象 DMO へ

各 10項目ずつ、「はい」「いいえ」の選択式及びコメ

ント形式により質問した。 

 

6.3.2 内部評価結果と外部評価結果の比較 

図-5～図 7 に、内部評価結果と外部評価結果の比

較を示す。外部評価については、6.2 節の評価者 A

による評価結果を示している。 

中央日本総合観光機構（図-5）は、グラフが同じ

ような形になり、スコアについても大きな差は表れ

なかった。内部評価、外部評価ともに、環境面のス

コアが非常に低い（1 点）という点が共通だった。 

愛知県観光協会（図-6）は、社会経済面以外の 3

分野について、グラフの形に大きな違いはない。 

西尾市観光協会（図-7）は、グラフの形に大きな

違いが見られた。最も大きな差が表れたのは、社会

経済面であり、25 点もの得点差が生じた。 

 

6.3.3 ヒアリング調査結果 

対象 DMO に行った 10 項目の質問のうち、5 例を

以下に示す。 

(1) 日本版持続可能な観光ガイドライン（JSTS-D）

の内容に沿って持続可能な観光地マネジメント

に取り組んでいますか？ 

(2) 外国人旅行者を含む旅行者を受け入れる十分な

医療体制はありますか？ 

(3) 災害等の非常時における計画は、定期的に見直

しがなされていますか？ 

(4) 観光地における旅行者動向を把握・公開してい

ますか？ 

(5) 現時点で取り組まれていない項目は、今後取り

組む予定はありますか？ 

 

これらの質問に対する 3 つの対象 DMO からの回

答を表-2 に示す。 

質問(1)に対して、中央日本総合観光機構、西尾市

観光協会は「はい」、愛知県観光協会は、「いいえ」

という回答であった。 

また、質問(2)、質問(3)に対しては、中央日本総
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合観光機構は、「各県によって状況が異なるため、

回答する立場にありません」という回答であった。 

 

 

図-5 内部評価結果と外部評価結果の比較 

（中央日本総合観光機構） 

 

図-6 内部評価結果と外部評価結果の比較 

（愛知県観光協会） 

 

図-7 内部評価結果と外部評価結果の比較 

（西尾市観光協会） 

 

表-2 ヒアリング調査結果 

 

7．考察・まとめ 

本研究では、中部地方の DMO を対象に、日本版

持続可能な観光ガイドラインに基づき観光地を評価

した。その結果、評価者による認識の違いや内部評

価と外部評価の乖離点を明らかにすることができた。 

外部評価においては主観が入ってしまうため、評

価者によって認識が異なってしまう可能性があると

いうことが分かった。また、対象 DMO によって、

スコアに大きく差が出る分野が違うということも明

らかになった。 

中央日本総合観光機構、愛知県観光協会、西尾市

観光協会へのヒアリング調査から、3 つの組織によ

る内部評価の方が外部評価の総合スコアより高くな

ることが明らかになった。ヒアリングにより、実際

に取り組んでいる項目であっても、一般に向けて情

報公開されていない項目があることが分かった。そ

れに加え、多くの人に伝わるような情報公開ができ

ていないという点が、内部評価と外部評価のスコア

が大きく乖離する要因であると考えられる。 
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中央⽇本総合観光機構 愛知県観光協会 ⻄尾市観光協会
(1) はい いいえ はい
(2) 回答する⽴場ではない いいえ はい
(3) 回答する⽴場ではない いいえ いいえ
(4) はい いいえ はい
(5) 項⽬により未定 はい はい
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